
事 務 連 絡 

令和２年４月３日 

各都道府県・指定都市教育委員会免許事務主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務主管課  御中 

構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を 

受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

文部科学省総合教育政策局教育人材政策課 

 

「令和２年度における教育実習の実施に当たっての留意事項」の送付について 

 

各学校の設置者におかれては、新型コロナウイルス感染症対策について、「新型コロナウイルス感

染症に対応した学校再開ガイドライン」（令和２年３月 24 日）等を踏まえ、必要な感染症対策を講

じ、新学期を迎える学校の再開に向けた準備を進めていただいていることと存じます。 

この度、令和２年度における教職課程を置く各国公私立大学、各指定教員養成機関（以下「大学・

専門学校等」という）の教育実習の実施に当たっての留意事項について、各大学・専門学校等に対し

て別添の通知を発出しましたので、御承知おきください。 

今年度の教育実習については、感染症の状況を踏まえつつ、実施時期、期間、内容等について弾力

的な対応を検討するよう、大学等に周知しております。教育実習生を受け入れることとなる幼稚園、

小学校、義務教育学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校等（以下「小学校等」と

いう。）や教育委員会等におかれては、各小学校等の状況を踏まえつつ大学・専門学校等と連携・協

力してご対応いただけますようお願いいたします。また、実習中は、学生は各小学校等における感染

症対策に基づいて行動することとなりますので、必要な指示を行っていただくようお願いいたしま

す。 

一斉臨時休業を踏まえ、必要な感染症対策を講じながら教育活動を行う中で、教育実習生を受け入

れることとなり、御負担をおかけいたしますが、学校現場での教育実践を通じて、学生自らが教職へ

の適性や進路を考える貴重な機会であるという教育実習の重要性に鑑み、教育実習生の受け入れに

ついて、引き続き御協力を賜りますようお願いいたします。 

都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校（大学及び高等専門学校を除く。以下同じ。）

及び域内の市区町村教育委員会に対して、都道府県私立学校主管部課におかれては所轄の学校に対

して、国公立大学法人におかれてはその設置する附属学校に対して、構造改革特別区域法（平成 14 

年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては

所轄の学校設置会社及び学校に対して周知されるようお願いいたします。 
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